
はじめに

国際人権法が武力紛争時にも適用されること（占領地域において域外適用されることを含む）

は今日では一般に認められているが、国際人道法と国際人権法の関係については、依然と

して不明確な点が残っている。学説においても、これら2つの国際法分野の体系的な関係を

明らかにするための法原則や法理を見出そうとする努力がなされてきた。

国際人道法と国際人権法は、それぞれの系譜に鑑みても、いずれも人道性の理念と密接

に結びついた目的を達成するための制度であることがわかる。これら2つの法分野の本来的

な目的は、国家間の関係において相互的な権利義務関係を設定することではなく、個人に

権利を認めそれを保障することにある（1）。国際人道法と国際人権法の間の垣根は低くなった

とはいえ、それでもなお、国際人道法は軍事的必要と人道的考慮のバランスという、倫理

的に難しいバランスをとることを求められているという過酷な現実が存在する（2）。国際人道

法と国際人権法の間には、それほど大きくはないとはいえ、それでもなお本質的な相違が

潜在しているのである。

1 国際人道法と国際人権法の補完的関係

国際裁判所の判例や人権諸条約の実施機関が作成した文書の多くにおいて、国際人権法

が武力紛争時にも継続して妥当することが認められている（3）。その結果、国際人権法と国際

人道法の事項的適用範囲に関する「実体的並行主義（substantive parallelism）」が生み出される

に至っている（4）。国際人権法と国際人道法が融合することによってひとつの規範枠組みが生

み出されることは、人権規範の多くが強行規範の性格をもっていること（5）、また、国際司法

裁判所（以下「ICJ」）が作りだした奇妙な造語（6）を借りて言えば、「逸脱の許されない人道法

の諸原則（intransgressible principles of humanitarian law）」（7）―これに違反すれば、国際連合国際

法委員会（ILC: International Law Commission）の国家責任条文（2001年）第41条に規定される

法的結果が生じるであろう―によって正当化される。

国際人道法と国際人権法の関係は補完的なものであって相互排他的なものではない、と

しばしば言われる（8）。たしかに、国際人権法と国際人道法とをまったく別個のものとして扱

えば、それらが共通にもっている人道目的を切り崩すことにもなりかねない（9）。国際人権法

と国際人道法が補完的な関係にあることは、「この部の規定〔紛争当事者の権力内にある者の
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待遇に関する規定〕は、第4条約、特にその第1編および第3編に定める紛争当事者の権力内

にある文民および民用物の人道上の保護に関する諸規則並びに国際的な武力紛争の際に基

本的人権の保護に関して適用される他の国際法の諸規則に追加される」と規定する第1追加

議定書第72条によっても裏づけられる。また、規約人権委員会は、自由権規約第2条におけ

る一般的義務の性格に関する「一般的意見31」（2004年）において、「本規約は、国際人道法

の諸規則が適用される武力紛争の状況においても適用される。規約上の権利のうち一部の

ものについては、より特定的な国際人道法の規則が規約上の権利の解釈においてよ
・
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・

別
・
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・

完
・

的
・

な
・

も
・

の
・

で
・

あ
・

っ
・

て
・

相
・

互
・

に
・

排
・

他
・

的
・

な
・

も
・

の
・

で
・

は
・

な
・

い
・

」（10）と述べた。

2 国際人道法と国際人権法の関係に対する特別法優位原則の意義

ICJの判例は、特別法優位原則に関して、もはや止めることのできない一定の動向を示し

ている。周知のように、そうした動向の出発点となったのは、核兵器使用の合法性事件であ

った。同事件において ICJは、「市民的及び政治的権利に関する国際規約の効力は、国家の

緊急状態の場合において一部の規定が逸脱可能であることを定めた同規約第4条が適用され

る場合を除き、戦時においても停止しない」（11）と述べ、国際人道法と国際人権法が補完的な

関係にあることをはっきりと認めた。ここで ICJは、規範の抵触を解決するための原則とし

て特別法優位原則を捉えている。すなわち、生命に対する権利という同一事項に関して国

際人道法と国際人権法が抵触する場合には、国際人道法の規則が優位するというのである。

国際人道法と国際人権法の関係に対する特別法優位原則の適用については、以下3つの議

論がありうる。第1に、武力紛争時および占領期間中には、国際人道法の規則がそれと競合

する国際人権法の規則全体の適用を「全体的かつ必然的に」排除し、それゆえ国家が国際

人権法上負っている義務を免れることができる、という議論がありうる（12）。こうした大雑把

な議論の前提には、核兵器使用の合法性事件における ICJの立論の射程が、生命に対する権

利という問題を超えて、国際人道法と国際人権法の関係全般に及びうるという理解がある。

米国の学者のなかには、依然としてこうした誤った考え方をとり、国際人権法は武力紛争

および軍事占領の状況において適用されないと―道徳的にすら問題視せずに―主張す

る者もいる（13）。しかし、こうした主張は、国際人道法が規律を及ぼしてはいるが具体的なこ

とはほとんど何も定めていない問題に関して国際人権法が補完的な役割を果たしうること

を無視している（14）。また、こうした主張は、特別法優位原則が「文脈依存的な性格」をもっ

ており、個別具体的な問題ごとに国際人道法と国際人権法の接点を検討する必要があるこ

とも無視している（15）。

第2に、第1の見解の極端な側面を緩和する見解として、一般法としての国際人権法の規

則は、特別法たる国際人道法の適当な規則に照らして解釈されるべきであるという議論が

ありうる（16）。一般法を補完する特別法は一般法を無効にするわけではなく、両者がともに適

用されうるが、特別法のほうがよ
・

り
・

大
・

き
・

な
・

役割を果たすのだ、というのである（17）。また、こ

の見解のバリエーションとして、慣習法および条約法に基づく国際人権法の規則は武力紛
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争時または占領地域において生じる問題に直
・
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適用されるが、その際には、国際人道法

上の原則および基準が十分に参照されなければならない、という議論もありうる（ただし、

このような議論を行なう者は、その原則・基準が国際人道法上のものであることを明示しない場

合も多い）。この見解は、国際人道法と国際人権法が並行的に適用されることを排除してい

ない。しかしそれでも、この見解は、国際人権法の解釈過程のなかに国際人道法の規則を

体系的に統合する点において、特徴的なのである（18）。

第3に、核兵器使用の合法性事件において、ICJは特別法優位原則が国際人権法全体の適

用を排除する効果をもつとは考えていなかったのだ、という見解もありうる。この見解に

よれば、ICJは武力紛争時における生命の恣意的な奪取という特定の論点について判断を下

したのであって、それは、国
・

際
・

人
・

道
・

法
・

と
・

国
・

際
・

人
・

権
・

法
・

の
・

同
・

時
・

適
・

用
・

と
・

い
・

う
・

問
・

題
・

一
・

般
・

に
・

つ
・

い
・

て
・

何
・

ら
・

影
・

響
・

を
・

及
・

ぼ
・

す
・

も
・

の
・

で
・

は
・

な
・

い
・

、というのである。

その後の事件における ICJの立論からすると、第2および第3の見解が妥当であると言え

る。ICJはその後の事件において、国際人道法は国際人権法との関係において逸脱的特別法

（lex specialis derogata）ではなく、補完的特別法（lex specialis complementa）であるという見解を

とっているからである（19）。法政策の観点からも、国際人道法と国際人権法を調和させること

によって生じる相乗効果を利用すべきであると言うことができる（20）。

ICJは、イスラエルの壁事件に関する勧告的意見において次のように述べて、国際人道法

と国際人権法の交錯に関する従来の見解を微修正した。

国際人道法と人権法の関係については、次の3つの状況がありうる。すなわち、当該権利がも

っぱら国際人道法の問題である状況、当該権利がもっぱら人権法の問題である状況、そして、

当該権利がそれらの国際法分野両方の問題である状況、という3つの状況である。裁判所に付託

された諮問に応えるためには、裁判所はそれら2つの国際法分野の両方、つまり人権法と、特別

法としての国際人道法の両方を考慮に入れなければならない（21）。

勧告的意見のこの部分については、核兵器使用の合法性事件において ICJが完全に文脈を

無視して特別法優位原則を適用した（あるいは適用したと理解されても仕方ない）ことを認め

たものであるかどうか、必ずしも明らかではない。また、ICJは国際人道法と国際人権法の

相互関係に関する微妙なニュアンスについて明言しなかった。も
・

っ
・

ぱ
・

ら
・

国際人道法か国際

人権法かいずれかのより詳細な法の規律に服する問題もある一方で、主
・

と
・

し
・

て
・

それらのい

ずれかの規律に服するだけの問題もある。

その後、ICJは、コンゴ領軍事活動事件（コンゴ対ウガンダ）において国際人道法と国際人

権法の相互関係を明らかにする際、イスラエルの壁事件におけるのと同様なニュアンスを含

む立論を展開し（22）、しかも本件ではそのことを判決主文でも述べた（23）。ただ、興味深いこ

とであるが、ICJは本件においては特別法優位原則それ自体について何ら言及しなかった（24）。

3 国際法の断片的性格と特別法優位原則

特別法優位原則は、「国家行動の統一性という特殊な擬制（a particular fiction of unified state
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conduct）」（あるいは「普遍主義的思考（the universalistic school）」）つまり、国家は条約を締結し

または慣習法上の規則を形成する際に「統一的な立法意思（unified legislative will）」に従って

行動することを仮定として前提にしていると言われることがある（25）。ピラミッド構造をなす

規範体系を構想したケルゼンと同じように、こうした普遍主義的思考は、統一的な法秩序

が存在することを前提にし、その法秩序のなかで、特定的なサブシステムとより一般的な

サブシステムが、それぞれの正当性と有効性に関して相互に依存関係にあると考えている

のである。

一見すると、国際法体系は国内法とは違って断片化しかつ分権的であるために、さまざ

まな分野におけるさまざまな規範が相互に有機的に連関しておらず、それぞれが半ば自己

完結して相互に孤立している法秩序であり、統一的な法秩序となっていないようにみえる（26）。

そのため、国際法において体系的な関係、つまり特別なものと一般的なものとの関係を構

築することが本当に実現可能であるのかどうかについて疑問が生じるかもしれない。この

ような観点から、ある法的枠組みが別の法的枠組みによって完全に代替されるような形で

特別法優位原則を適用することへの反対論が生まれてくる（27）。むしろ、特別法優位原則は状

況依存的な性格をもっていること、また、同原則は、具体的な状況においてより特
・

定
・

的
・

な
・

規則を適用すべきであるという意味をもっているにすぎないことを強調すべきだというの

である（28）。言い換えれば、特別法優位原則の考え方は、国際人権法が国際人道法によって完

全に代替されることを必ずしも意味しない。特別法優位原則は、国際人権法全体と国際人

道法全体の相互関係に適用されるのではなく、それらの法分野を構成する個
・

々
・

の
・

法概念や

法規則に適用されるべきなのである（29）。

4 体系的統合の原則

国際人道法と国際人権法の複雑な関係を整理する方法として、条約法に関するウィーン

条約第31条3項（c）に規定された条約解釈規則が注目を集めている（30）。同条は、「文脈ととも

に、……当事国の間の関係において適用される国際法の関連規則……を考慮する（shall）」

と規定している（31）。条約を文脈により、かつ、「国際法の関連規則」の「規範的な文脈」に

おいて解釈することが重要であるということは、条約相互間の関係の統合の問題が、条約

解釈および法的推論のプロセスと密接に関連していることを意味している（32）。こうした解釈

方法は、条約の根底にある国際社会の価値を促進することに資するであろう（33）。条約法条約

のこの規定は、「体系的統合」の原則を具体化したものである。条約は国際法のすべての関

連規則および原則に照らして解釈されるべきであるとされることの前提には、本来、国際

法がひとつの「体系」として認識可能であるということがある（34）。そうした「国際法の関連

規則」は、条約解釈において必
・

ず
・

考慮しなければならないのであり（35）、そのなかには、条約

と両立する（または部分的に重複する）慣習法上の規則（慣習的国際人道法と慣習的国際人権法

を含む）も当然含まれる（36）。

緊急事態の場合において国家が人権条約上の義務から逸脱する措置をとる場合において、

その措置は国際法上の「他の義務」と両立するものでなければならないという条件が人権
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条約の逸脱条項のなかに入っていることは、見逃されることが多い。しかし、この条件は、

体系的統合の原則と大いに関係がある（37）。ここで言う「他の義務」には国際人道法上の義務

が含まれるのであり（38）、このことからも、人権規範を他の規範から孤立させて解釈してはな

らないことの重要性を確認することができる。

5 マルテンス条項による慣習的国際人権法の統合

国際人道法上の規則の解釈に当たって国際人権法のより精緻な基準を使うことの根拠と

して、マルテンス条項に注目することができる。この特殊な条項は、人権に関する慣習規

則を慣習的国際人道法の体系のなかに機械的に移植するためのある種の手品のようなもの

ではなく、前者を後者の体系のなかに収斂させるための解釈上の技術として使うべきだ、

と言われることがある。マルテンス条項が法欠缺補充機能をもつことは、ローチュス号事

件（39）で採用された国際法に関する伝統的な前提―国際法は、国家の行動に対して最大限

の裁量を与え、最小限の制約のみを課すことができるという前提―と両立しないように

思われるかもしれない（40）。しかし、国際人道法と国際人権法に関して言えば、国家の作

為・不作為が国際法によって明示的に禁止されていないことは、必ずしもそれが合法であ

ることを意味しないのである（41）。

このアプローチは、慣習的国際人道法と慣習的国際人権法とが融合していること、また、

慣習法が創造的な性格をもっていることに依拠しており、その点に特徴がある（42）。もちろん、

「人権分野で発達した概念を国際人道法の分野に導入できるのは、それが後者の法分野の特

殊性を考慮に入れたものである場合のみである」（43）ことには注意が必要である。しかし、軍

事的必要や均衡性の原則などにみられる国際人道法の特殊性は、人権諸条約に組み込まれ

たいくつかの条項、例えば逸脱条項や制限条項といったものによって十分に調整されうる

のである（44）。

6 折衷主義的アプローチ―一層有利な保護の原則

文民に対する付随的損害が合法となる場合などのように、法の欠缺がある場合にそれを補

充するには、国際人権法の精緻かつ詳細な規則と基準を使うのが一般的には最も適切である。

しかし、真の意味で建設的なアプローチは、国際人道法であれ国際人権法であれ、個人の自

由をより実効的に保護するためには、どのような規則であっても利用することである、と言

うことができる（45）。このアプローチのメリットは、国際人道法と国際人権法の特別法＝一般

法関係について従来繰り返されてきた不毛で唯我論的な論争からわれわれを解放してくれる

ことである。このアプローチの目的は、国際人道法と国際人権法の相互作用により生みださ

れる相乗効果を最適化することである（46）。

「一層有利な保護の原則」と呼ばれる、言葉としては語呂の悪い原則がある。この原則は、

人権諸条約が立法的性格をもっていることによって正当化されるように思われる（47）。この原

則によれば、国際人権法の関連規則のうち、最も実効的かつ最も有利な保障を個人に与える

規則が優先的に適用されるべきであるとされる。この原則は、自由権規約第5条2項（48）に具
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体化されており、地域的人権諸条約のなかにもそれに対応する規定がある（49）。この原則は、

国際人道法と国際人権法の体系的な連関を明確にするために使われるべきであると主張され

る。この原則によれば、国際人道法上の規則であれ、国際人権法上の規則であれ、被害者た

る個人をより手厚く保護する規則を優先的に適用することが正当化される（ただし、事案の具

体的な文脈が十分に考慮されることを条件とする）。一層有利な保護の原則は、「この条のいかな

る規定も、適用される国際法の諸規則に基づき1に規定する者に対して一層厚い保護を与え

る他の一層有利な規定を制限し又は侵害するものと解してはならない」と規定する第1追加

議定書第75条8項においても明確に認められている。ここで言う「適用される国際法の諸規

則」に条約上の国際人権法と慣習法上の国際人権法の双方が含まれることは明らかである（50）。

国際人道法上の規則を優先させるか、あるいは国際人権法上の規則を優先させるかは、結

局は、問題となる事案や、これら2つの法分野が規律する問題の性質、とりわけ、規律の内

容がどれだけ詳細かつ精緻であるかによって決まってくる。言い換えれば、いずれの法を適

用すべきかが明らかでない場合には、個人に一層厚い保護を与えすぎるぐらいのほうがよい

のである。例えば、紛争当事者の権力内にある者に関する規則について言えば、国際人権法

のほうが国際人道法よりも厚い保護を与えており、したがって国際人権法が優先されるべき

である（51）。非国際的武力紛争の文脈では、戦闘員および捕虜の地位に関する国際人道法の規

則が明示的には存在しないために、国際人権法を参照しないで生命に対する権利の問題を扱

うことは不可能となりうる（52）。他方、国際的武力紛争における敵対行為に関する規則につい

て言えば、国際人道法のほうが、目標識別についてより詳細かつより保護の厚い法的枠組み

を提供しているため、これを適用すべきであることになる（53）。

7 適切な規則を選択するための基準

たしかに、こうした折衷主義的なアプローチ（ただしまったく好き勝手に選択してよいわけ

ではない）は、体系的な一貫性を欠いているとの批判を免れないかもしれない。しかし、そ

れにもかかわらず、適切な法的枠組みの範囲内で具体的な規則を選択することを可能にする、

いくつかの指針を提示することができるのである（54）。

第1に、国際人権法は、非国際的武力紛争に従事する者について適切な法的枠組みを提供

していると言える（55）。非国際的武力紛争の場合のように国際人道法の関連規則が具体性や詳

細さを欠いている分野（56）においては、特別法優位原則を適用せず、国際人権法を適用すべき

であると主張される（57）。第2追加議定書の前文第2項が同議定書と国際人権法の関連性を特に

強調していることは、こうした主張のひとつの根拠となる。同項が、「人権に関する国際文書

が人間に基本的保護を与えている」ことに言及していることも、同議定書とともに国際人権

法を適用すべきであるという主張の根拠になる（58）。ただし、非国際的武力紛争については、

不明確な点や、なお検討を要する点が多く残されている。例えば、非国際的武力紛争におい

て敵対行為に直接参加した文民にとって、国際人権法の適用を受けることがどの程度有利に

なるのかは明らかでない（そうした者は国際的武力紛争においては「非特権的交戦者（unprivileged

belligerents）」、または―このような「術語」の典拠ははなはだ疑問ではあるが―「敵性戦闘員
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（enemy combatants）」に分類される）。これと同様に、占領の終了後に国境を越えた非国際的武

力紛争が生じている状況において国際人権法を域外適用すべきかどうかについても、明確な

指針は存在しない（59）。

第2に、ある問題に適用すべき適切な法的枠組みを決定する際には、問題となっている人

権の性質にも注意を払う必要がある。とりわけ、①その人権が逸脱を許さない性格のものな

のか、逸脱可能なものなのか、②その人権が武力紛争当事国（特に占領国）に積極的義務を

課すものなのか、といった点である。国際人道法上の権利のうちの多くのものについては、

人道法自体が国家に積極的義務を課している。しかし、経済的、社会的及び文化的権利に関

する国際規約に規定される権利をはじめとする社会権については、武力紛争当事国に積極的

義務が課されるのかどうかが明らかでない。しかし、少なくとも占領法規について言えば、

占領国が「公共ノ秩序及生活ヲ回復確保スル」義務（ハーグ陸戦規則第43条）または「この条

約に基くその義務を履行」する義務（ジュネーヴ第4条約第64条）のなかにそうした積極的義

務を読み込むことができる。

イスラエルの壁事件に関する勧告的意見において、ICJは次のように述べ、イスラエルが

「領域的管轄権（territorial jurisdiction）」を行使していることを根拠に（したがってイスラエルが

少なくとも実効的支配を行なっているという想定の下に）、社会権が占領地域においても適用さ

れると判断した。

経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約は、その適用範囲に関する規定を何らもっ

ていない。これは、同規約が本来、領域内における権利を保障するものだからである、と説明

することも不可能ではない。しかし、同規約が、締約国によって主権が行使されている地域と、

あ
・

る
・

国
・

に
・

よ
・

っ
・

て
・

領
・

域
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的
・
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・

轄
・

権
・

が
・

行
・

使
・

さ
・

れ
・

て
・

い
・

る
・

地域の双方に適用されることを排除すべきでは

ない（60）。

ただし、社会権の域外適用に関してICJが本意見で提示した基準は、領域的管轄（実効的支

配に基づく占領の状況）を強調している以上、その射程は限られている。

8 領域外における国際人権法の意味

イスラエルの壁事件におけるICJの判示に関連して、国際人権法の実施義務に関する2つの

重要な派生的問題が生じる。第1に、占領軍が撤退することにより、占領地域の一部が法的

には占領状態でなくなる場合がある（61）。占領地域において占領軍が現地の行政機関に徐々に

権力を移転することは、占領法規において想定されていると言える（62）。しかし、撤退途中の

占領軍が最終的な権力をなお保持しており、かつ、すぐに―あるいは占領当局が合理的で

あると考える期間内に（63）―軍隊を再配備できる能力を保持している場合には、当該軍隊が

国際人道法上の占領国であると性格づけられる（64）。

第2に、ハーグ陸戦規則第43条の意味における実効的コントロールの基準が、占領される

個々の地域についてケース・バイ・ケースで決定されるとすれば、敵対行為の再開によって

占領国が国際人権法上の義務から解放される場合がありうることになる。たしかに、占領地
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域の一部に対するコントロールを一時的に失ったり、敵対行為が再開したりしても、それに

よって必然的に占領状態が法的に終了するわけではない。この点については、旧ユーゴスラ

ビア国際刑事裁判所（ICTY）が、ナレチリッチ事件において、占領地域における散発的な抵

抗活動は、仮にそれが成功したとしても、占領の状態に影響を及ぼさないと判示したこと（65）

を想起すべきである。ただし、敵対行為が勃発すれば、敵対行為に関する国際人道法の諸規

則の適用が開始されるため、占領国が社会権に関する積極的義務を実施する能力は減じられ

ることになる。

おわりに

国際人権法に関する国際判例および国内判例において、敵対行為の過程において生じる文

民の付随的死傷の問題に国際人権法上の基準を適用するアプローチがとられつつある。例え

ば、より制限的でない他の手段の理論（the doctrine of the less restrictive alternative）（66）、「やむをえな

い（compelling）」必要性の基準（この基準は、立証に関して「合理的疑いを超える」基準が適用さ

れることによって補強される）（67）、相当な注意（due diligence）の基準（68）、不法な殺害の状況の

審理に関する「速やかな、完全な、かつ実効的な（prompt, thorough and effective）」手続の要件

などの適用である（69）。

しかし、このアプローチは、個人の自由を制限する程度が最も低い措置をとるよう求める

ものであるため、軍事作戦の現実と乖離する危険を伴う（70）。この問題に関しては、「平時と武

力紛争時の区別を捨て去ることがいかに望ましいとしても、平時という通常状態に対して戦

争が依然として例外状態であることは、そうした（例外）状態における行動を判断する際に

いかなる基準を使うのかを決定する際に簡単に見逃されるべきではない」（71）というコスケニ

エミの主張を想起すべきであろう。国際人権法と国際人道法は、それぞれの根底にある原理

において異なる以上、武力紛争や占領という例外状態において個人の権利をより実効的に保

護するための基準と原則を特定する際には、個
・

々
・

の
・

問
・

題
・

状
・

況
・

に
・

即
・

し
・

た
・

評価を行なうことが常

に求められるのである。

一般論として言えば、条約上および慣習法上の国際人権法が国際人道法に対して及ぼす影

響は、軍事的必要と人道的考慮という2つの対極にある要請の均衡を、後者の側に傾かせる

効果をもつ（72）。敵対行為に関する諸規則の分野は、従来はもっぱら国際人道法により規律さ

れる分野であると考えられてきたが、この分野に国際人権法が徐々に浸透しつつある最近の

傾向は、国際人権法と国際人道法の関係についてこれまで盛んに行なわれてきた論争に解決

を与える、ひとつのよい手掛かりを提供しているように思われる（73）。
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